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研究成果の概要（和文）： 
自由化は市場経済面では当事国に貿易利益をもたらすが、資源環境面をも含めて評価すると、

途上国では、経済余剰は上昇するものの環境面では窒素の過剰蓄積が深刻化する一方、先進国

では窒素バランスの改善と経済余剰の増大を享受する。このように環境面からの途上国の持続

可能性は自由化に伴い脆弱化することを示した。環境保全対策として、先進事例である EUの
直接支払制度を評価し、支払方法に改善の余地があることを示した。 
 

研究成果の概要（英文）： 
 Trade liberalization brings benefits to all trade partners from the viewpoint of market 
economy. Judging from the viewpoint of environmental effects, developing countries suffer 
from the deterioration although they enjoy economic surplus to some extent. On the other 
hand, the developed countries enjoy both economic surplus and environmental 
improvements. Thus, the sustainability of developing countries will be deteriorated as 
trade liberalization progresses. As the leading case of environmental conservation policies, 
in this research, the EU environmental direct payment policy was evaluated and it was 
pointed out that there are several points to be improved. 
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2007年度 4,000,000 1,200,000 5,200,000 
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１． 研究開始当初の背景 
2000 年以降の WTO 新ラウンドでのグ
ローバルな自由化交渉が難航する中で、

地域的な FTA が急増し、現在 170 組以
上の FTAが錯綜している。 
この FTAの進展が本来、WTOが目指し
たグローバルな自由化に収束するのか、

あるいはブロック経済化に繋がり自由

化の阻害要因となるのか、研究者の間で

も意見は分かれている。何れにせよ、急

速な自由化の進展の下で地域農業は厳

しい再編を迫られており、何らかの補償

対策が必要とされている。しかし、価格

支持等の市場歪曲的な政策はWTO体制
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の下で許されない。それ故、自由化によ

る影響への補償対策は環境直接支払い

として間接的に実施されている。その際、

地域農業と資源環境への波及効果と政

策のあり方に関して、詳細な実証研究が

喫緊の課題となっている。 
 
２． 研究の目的 

本研究の目的は以下の通りである。 
第一に、FTAの急激な自由化が国際市

場および各国の産業構造にもたらす国

際的波及効果の検討。 
第二に、食料農業部門の自由化の進展

が経済面及び資源環境面に及ぼす影響

と先進国、途上国別の貿易利益の相対的

大きさと公平性の解明。 
第三に、エネルギー資源の国際需給が

それに代替するバイオ燃料生産を通じ

て食料需給に及ぼす波及効果の解明。 
第四に、アジア太平洋共同体構想と産

業内貿易による貿易拡大および経済発

展への意義の解明。 
第五に、環境直接支払制度の国際比較

として、その先進事例である EUのクロ
スコンプライアンスと絡めた環境直接

支払の効率性についての評価。 
 以上の分析を通じて、自由化の経済面

および資源環境面の功罪とその対応政

策について究明することである。 
 

３． 研究の方法 
第一に、FTA等の自由化による経済的

および環境資源への国際的波及効果に

関して CGE モデルによるシミュレーシ
ョン分析を実施する。 
第二に、質的選択モデル（トービッ

ト・モデル）およびパネル分析を適用し

て海外直接投資の効果を実証する。 
第三に、廃棄物産業連関表（WIO表）

を推計することにより、資源循環型構造

再編政策の効果を分析する。 
第四に、確率的フロンティア生産関数

の推計により、EU 拡大および共通農業
政策（CAP）の改革による技術効率性へ
の波及効果を分析する。 
第五に、オークション型環境支払のモ

デルとして、SAPIMモデルにより、EU
の環境直接支払政策を評価する。 
 以上の研究成果を踏まえて、国内外の

学会誌や研究会の場で、政策的意義に関

して積極的に発信する。 
 

４．研究成果 

第一に、FTA 等の地域貿易協定による自由

化の功罪について分析した。ノーベル経済学

者のスティグリッツは、現在のグローバリゼ

ーションは、先進国の得する分だけ途上国が

損をするゼロサムゲームの仕組みになって

いることを厳しく批判している。本研究では、

この点を CGEモデルの枠組みで実証した。そ

の際、貿易自由化の進展が途上国に及ぼす影

響を福祉面（経済余剰）と環境面、生産面の

観点から論じた。CGE モデルのシミュレーシ

ョン結果によると、現行の貿易自由化は、先

進国の経済余剰を途上国よりも大きく増大

させることを実証した。自由化の影響を主要

食料ごとに見ると、米や多くの穀物では途上

国の生産が僅かに拡大し、先進国では大きく

減少する。小麦・その他作物では、逆に先進

国で拡大、途上国で縮小または停滞する。

牛・羊肉は先進国では縮小、途上国では拡大

するのに対して、豚・鶏肉は先進国で停滞、

途上国で縮小する。また、食料価格は先進国

では下落、途上国では上昇する。 

さらに、貿易自由化の産業部門別生産額への

影響に注目すると、途上国では、畜産やその

他食料の生産が拡大し、製造業品が大きく縮

小する。先進国では全く逆の影響が生じる。 

こうした多様な変化が先進国と途上国で相

反する方向に作用するものの、そのネットの

経済的効果に集約すると、先進国が貿易利益

の大部分を享受することになり、途上国の得

る貿易利益は先進国よりも小さい。この意味

では、スティグリッツが指摘するように、現

行のグローバリゼーションは必ずしもゼロ

サムゲームではなく、ウィンウィンゲーム的

な要素もあるが、その利益の配分が公正さを

欠いており、途上国の持続可能性を阻害する

傾向にあることを示した。 

第二に、環境面での持続性に温暖化と自由

化が及ぼす影響について以下の点を解明し

た。シミュレーションの結果によると、地球

温暖化の影響は、多くのシナリオの下で、途

上国では平均単収と経済余剰の両方を低め

る傾向にあり、先進国では逆の傾向を示す。 

さらに、自由化に伴う窒素の過剰蓄積への影

響については、途上国では窒素の過剰蓄積が

深刻化し、先進国では改善される。これを経

済余剰と窒素バランスの各々への影響の組

み合わせで見ると、途上国では経済余剰は上

昇するものの窒素の過剰蓄積が深刻化する

のに対して、先進国では窒素バランスの改善

と経済余剰の増大を享受することになる。こ

のように環境面からの途上国の持続可能性

は自由化に伴い脆弱化することを示した。 

第三に、グローバル化の下でのエネルギー

資源と食料資源の競合に関して、以下の点を

指摘した。計測結果によると、エネルギー資

源の持続性に関して、自由化の下で、先進国

では国産ものと輸入ものの両者とも価格は

下落するが、途上国では輸入エネルギー資源

の価格は低下する一方で、国産エネルギー資

源の価格は僅かに上昇する。エネルギー資源

の消費については、先進国も途上国も国産エ



 

 

ネルギー資源の消費が低下し、輸入エネルギ

ー資源の消費が増大する。このようにエネル

ギー資源の需給に関しては、途上国のみで国

産エネルギー資源の価格が上昇することを

除けば、先進国と途上国とでほぼパラレルに

推移する。しかし、自由化の影響の程度は途

上国の方が大きく、この面でも途上国の持続

可能性は相対的に低下することを示した。 

枯渇性エネルギーに代替する戦略として、

バイオ燃料生産が注目されるが、食用作物の

燃料用と食料用との需要の競合に関して、以

下の点を指摘した。食料需給の逼迫による国

際価格高騰に対して、バイオ燃料のみがその

引き金ではない。国際食料需給の長期予測の

多くに共通しているのは、「先進国では過剰、

途上国では不足で推移し、先進国の過剰は途

上国の不足を補って余りある」という点であ

る。バイオ燃料自体は、食料問題とは切り離

して推進すべきであり、幾つかの国では、稲

藁、廃材などセルロース系の非食料原料から

の第２世代バイオ燃料の生産に取り組んで

いる。この資源循環過程で生じる産業構造再

編に関して廃棄物産業連関表（WIO）を推計

し、その環境・経済への波及効果を分析した。

今後、途上国が再生資源による持続可能性を

高め、世界が循環型社会へと転換する意義は

大きいことを指摘した。 

第四に、アジア太平洋共同体構想と産業内

貿易による貿易拡大および途上国の経済発

展に関して、以下の点を指摘した。この構想

の統合地域に関して、日本、韓国やオースト

ラリアにおいて中国の独走に対する警戒感

があった。しかし、それ以上に、この地域に

おけるアメリカとオーストラリアの駆け引

きが根強く存在している。もともと、東アジ

アの有望な市場から閉め出されることを嫌

ってこの構想に反対するアメリカは自らが

メンバーである APEC をベースにした FTA を

提案してきた。しかし、その一方で、韓国と

の米韓 FTAを個別に締結し、この構想に水を

差した。他方、APECの提唱者でもありその主

導権を維持しようとするオーストラリアは、

アメリカの APEC 案よりもアジア太平洋共同

体構想に関心を示している。その根拠として

の産業内貿易あるいは地域内での工程間分

業（フラグメンテーション）による貿易市場

の拡大の可能性を実証した。 

近年の貿易額は、関税削減等の自由化で説

明される以上の率で拡大している。この自由

化の効果を上回る貿易拡大効果を説明する

のが、産業内貿易の拡大である。産業内貿易

は、同一産業部門内での最終財のブランドや

品質の差別化に伴う水平的産業内貿易と、部

品や中間財など異なる生産工程間での分業

に伴う垂直的産業内貿易とに区別される。 

アジア太平洋地域では、EUや NAFTA地域と

比較して、資源賦存状況、所得水準および市

場制度に大きな格差があり極めて不均一で、

ある。このことが一面では地域貿易協定の推

進を難しくしている。しかし、このことは逆

に、フラグメンテーションとそれに伴う垂直

的産業内貿易を促進する余地が大きいこと

をも意味している。伝統的な産業間貿易に加

えて、この可能性を追求することにより、地

域貿易協定に伴う 2つの相反する潜在的効果

のうち、貿易創出効果という正の影響が貿易

転換効果という負の影響を相殺し、先進国の

みならず、途上国の持続可能性を高め、貿易

利益を効率的に実現することを実証した。 

第五に、環境直接支払の国際比較として、

その先進事例である EU の環境支払について

計量的に分析した。EU の直接支払い制度は、

地域の環境改善活動のうち、農家の責任に帰

する部分と社会の責任に帰する部分に区別

し、その境界水準としてレファレンスレベル

を設定した上で、そこまでの環境改善は農家

の責任としてクロスコンプライアンスを課

し、そのレベルを超えて環境改善に貢献した

部分を環境直接支払いするものである。この

効果に関して、３つの分析モデルを検討した。 

一つ目は、OECD で、従来の AGKINK-COSMO

モデルに加えて新しく検討している SAPIMモ

デルである。これはミクロレベルで経済モデ

ルと自然科学的な環境モデルを融合したモ

デルである。農場レベルの意志決定を分析対

象とし、政府介入の無い場合の農家利潤最大

化水準、社会厚生最大化水準を算出し、各政

策シナリオ（肥料税、面積支払い、オークシ

ョン型環境支払い、生産調整）の分析結果に

関して二つの水準を比較検討する。その際、

社会厚生関数は農家利潤から直接支払い等

に伴う財政負担とネットの環境負荷を控除

して定義し、この基準を水質、生物多様性、

土壌炭素貯留の各側面から評価する。このモ

デルの検討から以下の点を指摘した。①農地

の水稲生産向け利用は畑作利用よりも、農家

利潤、環境外部性の面で相対的に優位である、

②窒素流出を抑制するためには、投入財への

課税よりも、有機肥料への代替を促す環境支

払いが望ましい、③土壌炭素貯留の観点から

は、有機物の最低投入義務を要件とする環境

支払いの方が、有機物投入量に応じた環境補

助金よりも望ましい、等の点である。また、

この SAPIMモデルの問題点は、需要サイドを

加味しておらず、価格が外生的に与えられる

ため、市場価格メカニズムによるフィードバ

ックを取り込めない点である。 

二つ目の分析モデルは、オークション型環

境支払いのモデルである。OECD諸国で一般的

な環境支払いは、レファレンスレベルを超え

て環境目標を達成した農家に対して、固定さ

れた一定額の直接支払いである。この方法は、

農家の遵守費用の差異や供給される環境財

の生産性の違いが加味されないため、環境支



 

 

払いの費用効率性を損ねる。この固定的な環

境支払いの欠点を改善するために、農地所有

者が環境保全計画に対する自らの遵守コス

トを申し出るオークション型環境支払い政

策（グリーンオークション）を提言している。

この例として、米国の CRPの環境便益指標や

豪州の Bush Tenderの生物多様性便益指標が

ある。この政策の評価には、オークション理

論に基づく研究に加えて、被験者を用いた実

験経済学や行動経済学の適用が試みられて

いる。オークション型環境支払の欠点として

は、第一には取引費用が嵩むため参加農家数

を抑制し、入札による競争の促進を阻害する

要素もあるという問題である。第二に談合な

どの戦略的入札の問題である。第三に複数ラ

ウンドの入札過程は、回数が増す毎に入札者

が最低価格を学習することから効率性が低

減するという欠点である。 

三つ目の分析モデルは確率的フロンティ

ア生産関数である。共通農業政策は 2003 年

に、デカップリングの推進等、大きく改革さ

れた。2004年に 10カ国が EUに加盟し、2007

年にさらに 2カ国が加盟した。この過程で EU

拡大は域内の農地を約 42％増加させたが、農

産物の産出は約 20％増加したに過ぎない。 

 EU拡大と共通農業政策の改革は、農業生産

の技術および効率性に影響を与える。それ故、

この研究では、作物生産の技術変化と技術的

効率性における EU 拡大の影響を解明した。

主な帰結は以下の通りである。 

(1) 作物生産に対して、農地や肥料の物的投

入は余り重要ではなく、寧ろ、労働、種子、

農薬の投入弾力性が重要である。 

(2) 新規加盟の 12 カ国の全般的な技術進歩

は、既存のメンバー国よりも低い。しかし、

加盟が容認されて以降は、技術進歩の成長率

は遙かに向上した。 

(3) 新規加盟国の技術効率は相対的に低い。

EU への新規加盟国の受入は技術的効率性の

向上を助長しなかった。また、EU12 と EU15

の技術的効率性の平準化は、EU拡大以降より

も 2004年の EU拡大以前に生じていた。 

(4) EU27の技術的効率性は平準化しつつある。

しかし、EU 拡大は、新規加盟国 12 カ国の平

準化速度を改善したが、EU12の平準化速度は、

既存の EU15加盟国の速度よりも遅い。 

などの点を明らかにした。 
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